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はじめに
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➢ 本資料は、 ２０２１年６月に実施したコーポレートガバナンス・コードの改訂
（改訂後のコードについて、以下「改訂コード」という。）を受けて、 ２０２２
年６月の定時株主総会後（７月１４日）までに上場会社が提出した「コーポレー
ト・ガバナンスに関する報告書」（以下、「ガバナンス報告書」という）に基づき、
プライム市場向けの原則の内容を含む、改訂コードの各原則にかかる対応状況につ
いて、情報提供を行うものである。

➢ 本資料を通じて、上場会社をはじめとする関係各位が、上場会社のコーポレート・
ガバナンスに関する対応状況を概観することで、実務にお役立ていただければ幸い
である。
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2. 主なコード改訂内容への対応状況

（１）取締役会の機能発揮

（２）企業の中核人材における多様性の確保

（３）サステナビリティを巡る課題への取組み

（４）その他
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１．集計対象
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１．集計対象

4

 本資料では、改訂コードの全原則が適用されるプライム市場、スタンダード市場の会
社（３,２９３社）を対象として、２０２２年７月１４日までに各社から提出された改
訂コードを踏まえたガバナンス報告書に基づき、対応状況を集計

市場区分
提出会社数 コンプライ・オア・エクスプ

レインが必要となる範囲2022年7月 (参考)2021年12月

プライム市場 1,837社 1,838社 全83原則
基本原則： 5原則
原 則：31原則
補充原則：47原則スタンダード市場 1,456社 1,475社

グロース市場 477社 456社 基本原則：5原則

合計 3,770社 3,769社 ー

【市場区分別の提出会社数（赤枠が本資料の集計対象）】

注：2021年12月は新市場区分移行前のため、それぞれの市場区分への移行を選択した会社数
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（参考）改訂により変更・新設された原則（１）

5

（１）取締役会の機能発揮

改訂
原則
４－８

プライム市場上場会社は取締役会において独立社外取締役３分の１以上（必要な場合は過半数）を選任
すべき★

改訂
補充原則
４－１０①

プライム市場上場会社は、任意の指名委員会・報酬委員会について独立社外取締役過半数を基本とし、
独立性に関する考え方・権限・役割等を明らかにすべき★

改訂
原則

４－１１
取締役会は、ジェンダーや国際性、職歴、年齢の面を含む多様性と適正規模を両立させる形で構成され
るべき

改訂
補充原則
４－１１①

取締役会にて必要なスキルを特定し、取締役の有するスキル等の組み合わせを開示すべき：その際、独
立社外取締役には他社での経営経験を有する者を含めるべき

（２）企業の中核人材における多様性の確保

新設
補充原則
２－４①

• 女性・外国人・中途採用者の中核人材への登用等の多様性の確保の考え方、目標、状況を公表すべき
• 多様性の確保に向けた人材育成方針・社内環境整備方針をその実施状況とあわせて公表すべき

（３）サステナビリティを巡る課題への取組み

改訂
補充原則
２－３①

取締役会は、サステナビリティ課題への対応はリスクの減少のみならず収益機会にもつながる重要な経
営課題であると認識し、積極的・能動的に取り組むよう検討を深めるべき

新設
補充原則
３－１③

• 経営戦略の開示にあたって、自社のサステナビリティについての取組みを適切に開示、人的資本や知
的財産への投資等について、分かりやすく具体的に情報を開示・提供すべき

• プライム市場上場会社は、ＴＣＦＤ又は同等の枠組みに基づく開示の質と量の充実を進めるべき★

新設
補充原則
４－２②

• 取締役会は自社のサステナビリティを巡る取組みについて基本的な方針を策定すべき
• 人的資本・知的財産への投資等をはじめとする経営資源の配分、事業ポートフォリオに関する戦略の
実行が、企業の持続的な成長に資するよう、実効的に監督すべき

（※）★は、プライム市場上場会社向けの内容（以降の頁でも同様）
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（参考）改訂により変更・新設された原則（２）
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（４）（１）～（３）以外の課題

改訂
補充原則
１－２④

プライム市場上場会社は、少なくとも機関投資家向けに議決権電子行使プラットフォームを利用可能と
すべき★

改訂
補充原則
３－１②

プライム市場上場会社は、開示書類のうち必要とされる情報について、英語での開示・提供を行うべき
★

改訂
補充原則
４－３④

取締役会はグループ全体を含めた内部統制や全社的リスク管理体制を適切に構築し、内部監査部門を活
用しつつ、その運用状況を監督すべき

改訂
原則
４－４

監査役及び監査役会は、監査役の選解任等に係る権限の行使などにあたって、適切な判断を行うべき

新設
補充原則
４－８③

支配株主を有する場合、独立社外取締役３分の１以上（プライム市場上場会社は過半数★）または利益
が相反する重要な取引・行為について特別委員会を設置すべき

改訂
補充原則
４－１３③

取締役会及び監査役会の機能発揮に向け、内部監査部門がこれらに対して直接報告を行う仕組みを構築
する等、内部監査部門と取締役・監査役との連携を確保すべき

改訂
補充原則
５－１①

合理的な範囲で、経営陣幹部、社外取締役を含む取締役または監査役が株主との対話を行うことを基本
とすべき

新設
補充原則
５－２①

経営戦略等の策定・公表に当たり、事業ポートフォリオに関する基本的な方針や事業ポートフォリオの
見直しの状況について分かりやすく示すべき
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２．主なコード改訂内容への対応状況
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２．（１）a 独立社外取締役の選任状況（原則４－８）
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独立社外取締役を３分の１以上選任している会社の比率

改訂された原則 概要

原則４－８ プライム市場上場会社は取締役会において独立社外取締役３分の１以上（必要な場合は過半数）を選任すべき★

独立社外取締役を過半数選任している会社の比率

 独立社外取締役を全取締役の３分の１以上選任するプライム市場上場会社の比率は９割超

 JPX日経400構成銘柄の１７％の上場会社が、独立社外取締役を過半数選任

市場第一部
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（参考）２名／３分の１以上／過半数の独立社外取締役の選任会社数

9

集計対象 社数

2名以上の
独立社外取締役選任

3分の1以上の
独立社外取締役選任

過半数の
独立社外取締役選任

会社数 比率 会社数 比率 会社数 比率

プライム市場 1,837社 1,822社 99.2% 1,692社 92.1% 223社 12.1%

スタンダード市場 1,456社 1,112社 76.4% 670社 46.0% 67社 4.6%

グロース市場 477社 284社 59.5% 246社 51.6% 55社 11.5%

全上場会社 3,770社
3,218社
（+174）

85.4%
（+3.9pt）

2,608社
（+436）

69.2%
（+11.0pt）

345社
（+110）

9.2%
（+2.9pt）

JPX日経400 399社
397社
（+2）

99.5%
（+0.5pt）

379社
（+32）

95.0%
（+8.0pt）

68社
（+20）

17.0%
（+5.0pt）

注：括弧内は前年７月比
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（参考）１社あたりの独立社外取締役人数

集計対象 社数

取締
役会

独立社外取締役

平均
人数

平均
人数

1名 2名 3名 4名 5名以上

プライム市場 1,837社 9.1人 3.6人

13社 269社 695社 476社 382社

0.7% 14.6% 37.8% 25.9% 20.8%

スタンダード市場 1,456社 7.5人 2.2人
304社 654社 317社 108社 33社

20.9% 44.9% 21.8% 7.4% 2.3%

グロース市場 477社 6.1人 2.0人
181社 141社 84社 43社 16社

37.9% 29.6% 17.6% 9.0% 3.4%

全上場会社 3,770社 8.1人 2.9人

498社 1,064社 1,096社 627社 431社

13.2% 28.2% 29.1% 16.6% 11.4%

JPX日経400 399社 10.1人 4.3人

2社 22社 110社 122社 143社

0.5% 5.5% 27.6% 30.6% 35.8%

10

注：下段の数値（比率）は各区分における社数に占める構成比
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２．（１）b 指名委員会・報酬委員会の設置状況（補充原則４－１０①）
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 プライム市場上場会社のうち、法定の指名委員会等設置会社は3.９％、監査等委員会設置会社または監査役
会設置会社で任意の指名委員会・報酬委員会を設置している会社は約８割

法定・任意の指名委員会の設置状況 法定・任意の報酬委員会の設置状況

改訂された原則 概要

補充原則
４－１０①

プライム市場上場会社は、任意の指名委員会・報酬委員会について独立社外取締役過半数を基本とし、独立性に
関する考え方・権限・役割等を明らかにすべき★

：法定（指名委員会等設置会社）

：任意（監査役会設置会社または監査等委員会設置会社）

市場第一部 市場第一部
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（参考）指名委員会・報酬委員会の設置状況
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集計対象 社数

指名委員会等設置会社 監査等委員会設置会社または監査役会設置会社

法定の指名委員会・報酬委員会 任意の指名委員会 任意の報酬委員会

会社数 比率 会社数 比率 会社数 比率

プライム市場 1,837社 72社 3.9% 1,464社 79.7% 1,499社 81.6%

スタンダード市場 1,456社 11社 0.8% 494社 33.9% 547社 37.6%

グロース市場 477社 5社 1.0% 78社 16.4% 129社 27.0%

全上場会社 3,770社
88社
（+7）

2.3%
(+0.1pt)

2,036社
(+401)

54.0%
(+10.2pt)

2,175社
(+370)

57.7%
（+9.4pt）

JPX日経400 399社
37社
(+3)

9.3%
(+0.8pt)

330社
（+13）

82.7%
（+3.3pt）

333社
（+10）

83.5%
（+2.5pt）

注：括弧内は前年７月比
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２．（１）c 指名委員会・報酬委員会の独立性（補充原則４－１０①）

13

指名委員会の社外取締役比率

報酬委員会の社外取締役比率

指名委員会の委員長の属性

報酬委員会の委員長の属性

18.1%

3.6%

27.0%

3.9%

72.2%

55.8%

67.6%

55.8%

9.7%

29.3%

5.4%

31.2%

10.6%

8.8%

法定

任意

法定

任意

プ
ラ
イ
ム

JP
X
日
経

4
0
0

87.5%（前年比+0.5pt）

61.6%（前年比+5.6pt）

89.2%（前年比+1.0pt）

63.9%（前年比+4.6pt）

12.5%

36.0%

10.8%

33.6%

法定

任意

法定

任意

プ
ラ
イ
ム

JP
X
日
経

4
0
0

29.2%

3.8%

37.8%

3.9%

62.5%

55.6%

51.4%

54.7%

8.3%

28.8%

10.8%

31.5%

10.8%

9.0%

法定

任意

法定

任意

プ
ラ
イ
ム

JP
X
日
経

4
0
0

87.5%（前年比+2.0pt）

62.2%（前年比+5.5pt）

89.2%（前年比+1.0pt）

65.2%（前年比+5.1pt）

12.5%

35.1%

10.8%

31.5%

法定

任意

法定

任意

プ
ラ
イ
ム

JP
X
日
経

4
0
0

過半数が社外取締役 88.7%（前年比+12.7pt）

過半数が社外取締役 90.9%（前年比+11.1pt）

過半数が社外取締役 88.2%（前年比+12.5pt）

過半数が社外取締役 90.1%（前年比+10.8pt）

 任意の指名委員会・報酬委員会を設置するプライム上場会社のうち、構成員の過半数を社外取締役とする会社は約９割、委員長
を社外取締役とする会社は約６割まで増加し、委員会における独立性の確保が進捗

（※）コード上、プライム市場上場会社では、任意の指名委員会・報酬委員会の構成員の過半数を「“独立”社外取締役」とすることを基本としてい
るが、以下ではデータの制約上、「社外取締役」を集計対象としている
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25 社（35％）

50 社（69％）

58 社（81％）

41 社（57％）

42 社（59％）

59 社（83％）

24 社（34％）

個別のCEO・経営陣幹部の報酬額又は報酬水準

個別の取締役の報酬額又は報酬水準

報酬方針の策定・報酬制度の設計

後継者計画の策定・監督

CEO・経営陣幹部の選任

取締役候補者の選任

取締役やCEO等の選任方針・基準の策定

権限 開示例

取締役会に答申 • 委員会は、人事及び報酬制度等に関し、取締役会に答申し、取締役会はその答申を踏まえ、決議します

意見を尊重 • 委員会の設置趣旨に鑑み、取締役会においては、その意見を尊重することを原則とします

一部の決定を委任 • 取締役の個別報酬額については取締役会より一任された本委員会で決定いたします

２．（１）d 指名委員会・報酬委員会の権限・役割等（補充原則４－１０①）

14

任意の指名委員会・報酬委員会の権限

 任意の指名委員会・報酬委員会の多くは、権限として取締役会から諮問を受け、答申を行う旨が記載
（※）個別の取締役の報酬額について、報酬委員会に決定権限を委任する事例も見られる

 各社の状況に応じ委員会の役割等が検討され、活動状況の開示が進展
（※）委員会の役割として「取締役の指名・報酬に関する事項」など、概括的な記載にとどまる事例が一部見受けられるが、例えば、当該委員会において、

取締役候補者の選任方針・基準についても検討していれば、その旨を明示するなど、より具体的な記載をすることが考えられる

指名委
Ｎ=71社

報酬委
Ｎ=72社

項目 社数 比率

委員の役職・氏名について記載 52社 72％

開催頻度について記載 47社 65％

委員の出席状況について記載 26社 36％

各回の議題について記載 8社 11％

注：各社の開示を東証が一部加工して抜粋

（N＝72社）

任意の指名委員会・報酬委員会の役割（検討事項） 任意の指名委員会・報酬委員会の活動状況

【補充原則４－１０①の対応状況（TOPIX100）】



© 2022 Tokyo Stock Exchange, Inc.

10社

14社

21社

39社

44社

46社

61社

79社

81社

88社

89社

行政・公共

多様性・ダイバーシティ

研究開発・R&D

営業・マーケティング

人事・労務・人材開発

サステナビリティ・ESG

IT・デジタル・DX

グローバル・国際性

法律・リスク管理

経営

財務・会計

２．（１）e 取締役会の備えるべきスキル等（補充原則４－１１①）

15

 取締役会の備えるべきスキルを特定し開示する会社はプライム市場で約９割であり、６月総会を経て対応が大幅に進捗

 TOPIX100構成銘柄では、多くの会社が、取締役会の備えるべきスキルとして「財務・会計」「経営」「法律・リスク管理」「グ
ローバル・国際性」「IT・デジタル・ＤＸ」などの要素を特定

 スキルの組み合わせを開示する方法としては、いわゆるスキル・マトリックスによる開示が一般的
（※）取締役だけでなく、監査役や執行役員のスキルを特定し、開示する例も見られる

特定したスキルの個数特定したスキルの類型

【補充原則４－１１①の対応状況（TOPIX100）】

改訂された
原則

概要
コンプライ率

（2021年12月比（※））

プライム スタンダード

原則
４－１１

取締役会は、ジェンダーや国際性、職歴、年齢の面を含む多様性と適正規模を両立させ
る形で構成されるべき

86.8% 60.1%

(+5.4pt) (+1.5pt)

補充原則
４－１１①

取締役会にて必要なスキルを特定し、取締役の有するスキル等の組み合わせを開示すべ
き。その際、独立社外取締役には他社での経営経験を有する者を含めるべき

89.7% 63.7%

(+16.6pt) (+11.4pt)

開示方法

スキル・マトリックス
による開示

その他
６社

94社

（N＝９４社）

1 社

7 社

13 社

27 社

17 社

14 社

8 社

5 社

2 社

4 5 6 7 8 9 10 11 14

（N＝９４社）
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２．（２）企業の中核人材の多様性の確保（補充原則２－４①）
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【補充原則２－４①の対応状況（TOPIX100）】

中核人材における測定可能な目標の設定

 自社の考え方に基づき、女性・外国人・中途採用者等における中核人材登用の目標を設定
（※）女性・外国人・中途採用者等の中核人材への登用について、「自主的かつ測定可能な目標」を示さない項目がある場合には、その旨

及びその理由を「中核人材の登用等における多様性の確保についての考え方」としてガバナンス報告書上で示すことが求められる

新設された
原則

概要

コンプライ率
（2021年12月比（※））

プライム スタンダード

補充原則
２－４①

• 女性・外国人・中途採用者の中核人材への登用等の多様性の確保の考え方、目標、状況を公表すべき
• 多様性の確保に向けた人材育成方針・社内環境整備方針をその実施状況とあわせて公表すべき

72.9% 41.6%

(+2.9pt) (-1.8pt)

項目 開示例

女性
• 女性がお客様である商品・サービスも多く、女性の視点・発想をこ
れまで以上に取り入れていく必要

外国人

• デジタル人財等、国内外を問わず外部からの優秀な専門人財の獲得
に積極的に取り組み、多様性に富んだ中核人財を確保

• 海外売上比率の高まりに合わせ、海外事業展開を支える海外拠点に
おけるキーポジションへの外国人及び現地採用人財の登用を拡大

中途
採用者

• ビジネス環境の激しい変化の中で、高度化している各種課題に対応
し、企業価値向上と社会に貢献し続けるためには、高度な専門性や
多様な視点・価値観を尊重することが重要

• 事業ポートフォリオの転換とこれに続く事業強化を進めていくには、
内部人材の有効活用だけでなく、強化すべき事業領域に必要な人材
の中途採用は不可欠

中核人材登用の考え方の例

注：各社の開示を東証が一部加工して抜粋

92 社

23 社 23 社
17 社

女性 外国人 中途採用者 (参考)３つ全て
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２．（３）a  サステナビリティ関連の原則における対応

17

新設・改訂
された原則

概要

コンプライ率
（2021年12月比）

プライム スタンダード

補充原則
２－３①

取締役会は、サステナビリティ課題への対応はリスクの減少のみならず収益機会
にもつながる重要な経営課題であると認識し、積極的・能動的に取り組むよう検
討を深めるべき

95.8% 94.0%

(+1.9pt) (+0.7pt)

補充原則
３－１③
【新設】

• 経営戦略の開示にあたって、自社のサステナビリティについての取組みを適切
に開示、人的資本や知的財産への投資等について、分かりやすく具体的に情報
を開示・提供すべき

• プライム市場上場会社は、ＴＣＦＤ又は同等の枠組みに基づく開示の質と量の
充実を進めるべき★

62.5%
（-4.2pt）

59.4%
(+0.8pt)

補充原則
４－２②
【新設】

• 取締役会は自社のサステナビリティを巡る取組みについて基本的な方針を策定
すべき

• 人的資本・知的財産への投資等をはじめとする経営資源の配分、事業ポート
フォリオに関する戦略の実行が、企業の持続的な成長に資するよう、実効的に
監督すべき

86.4%
(+6.2pt)

67.2%
(+3.5pt)

 プライム市場上場会社において、「TCFDに基づく開示の質と量の充実」の適用が開始

 サステナビリティを巡る取組みについて、基本的な方針の策定等が進捗
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２．（３）ｂ サステナビリティ開示のキーワード（補充原則３－１③等）

18

【サステナビリティに係るキーワード（プライム市場）】

 企業価値向上に向けて、自社に重要と考えられるサステナビリティを巡る課題への取組みの開示が進展

 「ダイバーシティ・多様性」「従業員・社員」「人的資本」など人的資本関係を重要なサステナビリティ課
題と捉える会社が多い傾向

 ＴＣＦＤ以外のフレームワーク等を参照して開示する事例も存在

サステナビリティ
全般に関する
キーワード

サステナビリティ
基本方針

SDGs・ESG 企業価値
経営戦略・
経営計画

リスク 収益機会

366社
（19.9％）

786社
（42.8％）

1,703社
（92.7％）

1,678社
（91.3％）

1,415社
（77.0％）

374社
（20.4％）

サステナビリティ
要素に関する
キーワード

地球環境 気候変動 自然資本 自然災害 人権
ダイバーシティ・

多様性

263社
（14.3％）

904社
（49.2％）

7社
（0.4％）

81社
（4.4％）

291社
（15.8％）

1,672社
（91.0％）

女性 外国人 従業員・社員 取引先 人的資本
知的財産・
無形資産

1,385社
（75.4％）

979社
（53.3％）

1,529社
（83.2％）

990社
（53.9％）

1,020社
（55.5％）

943社
（51.3％）

フレームワークに
関するキーワード

TCFD SASB
IIRC・統合報告
フレームワーク

価値協創
ガイダンス

ISO30414
知財・無形資産
ガバナンスガイド

ライン

906社
（49.3％）

3社
（0.2％）

6社
（0.3％）

5社
（0.3％）

1社
（0.1％）

1社
（0.1％）

注：ガバナンス報告書の「コードの各原則に基づく開示」を対象に、上記キーワード検索を実施
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（参考）ＴＣＦＤ賛同上場会社の動向
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出所：ＴＣＦＤウェブサイトのデータから東証作成

ＴＣＦＤに賛同している東証上場会社数 日本のＴＣＦＤ賛同機関の内訳

（２０２２年６月時点）

277社
(コード改訂案公表時)

（2021年4月）

771社
（2022年6月）

0社

200社

400社

600社

800社

2017 2018 2019 2020 2021 2022

コード改訂案
公表時から
約500社増加

 コード改訂を契機に、ＴＣＦＤに賛同する上場会社がプライム市場上場会社を中心に大きく増加

 日本のＴＣＦＤ賛同機関のうち、約７割がプライム市場上場会社

プライム
7４.８%

（746社）

スタンダード
1.8%

（18社）

グロース
0.7%
（7社）

その他
22.7%

（226機関）

（N＝９９７機関）
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２．（４）a 議決権の電子行使（補充原則１－２④）

20

 プライム市場上場会社において、機関投資家向けの議決権電子行使プラットフォームの利用が大幅に増加

改訂された原則 概要

補充原則
１－２④

プライム市場上場会社は、少なくとも機関投資家向けに議決権電子行使プラットフォームを利用可能とすべき★

【議決権の電子行使の状況（前年比）】

出所：東京証券取引所「2022年３月期決算会社の定時株主総会の動向について」
注１：①プライム市場、②スタンダード市場、③グロース市場の前年比はそれぞれ、昨年調査における、①市場第一部、②市場第二部とJASDAQスタンダードの合計、③マザーズとJASDAQグロース

の合計
注２：調査対象は2022年３月期決算の東証上場内国会社2,301社、回答社数1,771社（プライム市場1,004社、スタンダード市場680社、グロース市場87社）

55.9%

92.5%

8.4% 6.9%

76.5%

96.5%

50.7% 49.4%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

全社 プライム市場 スタンダード市場 グロース市場

議決権電子行使プラットフォームの利用状況（機関投資家向け）

インターネットによる議決権行使の導入状況（個人投資家向け）

(+18.9pt) (+6.3pt)

(+10.7pt)

(+16.4pt)

(+32.2pt)(+12.8pt)

(+6.3pt) (+5.3pt)
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英文開示の実施率 資料別の実施率（プライム市場）

出所：東京証券取引所「英文開示実施状況調査集計レポート（2022年7月）」より作成

２．（４）b 英文開示の状況（補充原則３－１②）

21

 プライム市場上場会社の英文開示の実施率は７月時点で９割に到達

 資料別でみると、決算短信や招集通知の英文開示が大きく進捗

新設された原則 概要

補充原則
３－１②

プライム市場上場会社は、開示書類のうち必要とされる情報について、英語での開示・提供を行うべき★

13.3% (+0.8pt)

22.7% (+2.1pt)

24.5% (+2.3pt)

38.7% (+2.3pt)

61.1% (+3.5pt)

76.1% (+11.9pt)

77.1% (+9.3pt)

有価証券報告書

招集通知に添付する

事業報告・計算書類

ＣG報告書

適時開示資料

（決算短信以外）

IR説明会資料

株主総会招集通知

及び参考書類

決算短信

注：括弧内は2021年12月比

79.7%

49.2%

85.8%

52.8%

92.1%

56.0%

プライム市場 全市場

2020年12月 2021年12月 2022年7月
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プライム市場 スタンダード市場

項目 社数 該当比率 社数 該当比率

補充原則４－８③を実施していない 38 社 81 社

うち 独立社外取締役の比率向上・増員を予定／検討中 10 社 26.3% 33 社 40.7%

うち 独立性を有する特別委員会の設置を予定／検討中 17 社 44.7% 29 社 35.8%

２．（４）c 支配株主を有する上場会社の状況（補充原則４－８③）

22

（※）支配株主を有する会社を分母として算出

【補充原則４－８③をコンプライしている会社の状況】

【補充原則４－８③をエクスプレインしている会社の状況】

 支配株主を有する上場会社では、支配株主から独立した独立社外取締役の選任や特別委員会の設置が進捗

 エクスプレインとしている会社でも、独立社外取締役比率の向上や特別委員会の設置が検討

（※）プライム市場上場会社においては、過半数の独立社外取締役の選任ではなく、独立性を有する特別委員会の設置を検討する傾向が見られる

新設された
原則

概要

コンプライ率
（2021年12月比（※））

プライム
（N＝164社）

スタンダード
（N＝284社）

補充原則
４－８③

• 支配株主を有する場合、独立社外取締役３分の１以上（プライム市場上場会社は過
半数★）または利益が相反する重要な取引・行為について特別委員会を設置すべき

76.8% 71.5%

(+3.5pt) (+7.7pt)

プライム市場（2021年12月比） スタンダード市場（2021年12月比）

独立社外取締役比率 社数 該当比率
うち 特別委員会
設置の旨を開示

社数 該当比率
うち 特別委員会
設置の旨を開示

２分の１超 21 社 (+8社) 16.7% (+6.2pt) 1 社 (+1社) 15 社 (+7社) 7.4% (+3.2pt) 1 社 (+0社)

３分の１以上２分の１以下 97 社 (+1社) 77.0% (−0.4pt) 64 社 (+34社) 135 社 (+10社) 66.5% (+1.4pt) 15 社 (+5社)

３分の１未満 8 社 (−7社) 6.3% (−5.7pt) 4 社 (±0社) 53 社 (−6社) 26.1% (−4.6pt) 16 社 (+5社)

計 126 社 (+2社) ー 69 社 (+35社) 203 社 (+11社) ー 32 社 (+10社)
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３．参考資料
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全原則のコンプライ状況（2022年7月14日時点）

24

（※２）補充原則４－８③のコンプライ率は、支配株主を有する上場会社を分母として算出

原則
コンプライ率（※１）

原則
コンプライ率（※１）

プライム市場
（参考）

スタンダード市場
（参考）

プライム市場
（参考）

スタンダード市場
（参考）

2021年12月比 2021年12月比 2021年12月比 2021年12月比

基本原則１ 100.00% ±0.00pt 100.00% +0.07pt 基本原則４ 100.00% ±0.00pt 100.00% ±0.00pt

１－１ 99.95% -0.05pt 99.93% -0.07pt ４－１ 100.00% +0.05pt 99.73% -0.07pt

１－１① 99.78% -0.05pt 99.38% +0.06pt ４－１① 99.84% +0.11pt 99.38% -0.01pt

１－１② 99.95% -0.00pt 99.86% +0.07pt ４－１② 95.97% +4.95pt 79.88% +12.15pt

１－１③ 99.95% -0.00pt 100.00% ±0.00pt ４－１③ 80.08% +1.68pt 51.10% +0.52pt

１－２ 100.00% +0.11pt 99.52% +0.13pt ４－２ 96.90% +0.43pt 82.90% -0.29pt

１－２① 99.95% +0.05pt 99.79% +0.07pt ４－２① 89.38% +2.82pt 58.38% +1.84pt

１－２② 99.29% +0.33pt 92.51% +2.34pt ４－２②【新設】 86.45% +6.20pt 67.24% +3.51pt

１－２③ 99.56% -0.00pt 97.80% +0.31pt ４－３ 99.73% -0.00pt 98.76% -0.29pt

１－２④【改訂】 84.05% +14.08pt 15.73% +0.07pt ４－３① 99.18% +0.22pt 94.64% +0.13pt

１－２⑤ 97.66% +0.33pt 90.11% -0.06pt ４－３② 94.12% +1.47pt 80.56% +0.56pt

１－３ 99.29% +0.11pt 94.44% -0.00pt ４－３③ 92.05% +1.08pt 75.34% +0.56pt

１－４ 95.05% +0.92pt 90.38% +0.69pt ４－３④【改訂】 99.67% +0.27pt 99.73% +0.06pt

１－４① 99.67% -0.00pt 99.93% -0.00pt ４－４ 【改訂】 100.00% ±0.00pt 99.93% -0.00pt

１－４② 99.95% -0.05pt 99.86% -0.00pt ４－４① 99.84% +0.05pt 99.52% -0.07pt

１－５ 100.00% ±0.00pt 99.79% -0.14pt ４－５ 100.00% ±0.00pt 100.00% ±0.00pt

１－５① 100.00% ±0.00pt 100.00% ±0.00pt ４－６ 99.95% -0.00pt 99.24% +0.13pt

１－６ 100.00% ±0.00pt 99.93% -0.00pt ４－７ 99.95% +0.05pt 98.08% +0.45pt

１－７ 100.00% ±0.00pt 99.79% +0.07pt ４－８ 【改訂】 93.90% +1.57pt 77.82% +3.92pt

基本原則２ 99.89% +0.05pt 100.00% ±0.00pt ４－８① 96.62% +0.32pt 83.93% +0.67pt

２－１ 100.00% ±0.00pt 99.86% -0.00pt ４－８② 95.32% +0.49pt 79.05% +0.34pt

２－２ 99.95% -0.05pt 99.38% -0.08pt ４－８③(※２) 【新設】 76.83% +3.46pt 71.48% +7.69pt

２－２① 99.67% +0.16pt 96.70% +0.30pt ４－９ 98.64% +0.11pt 94.37% +0.40pt

２－３ 99.35% +0.22pt 97.39% -0.30pt ４－１０ 97.88% +0.49pt 89.77% +0.00pt

２－３①【改訂】 95.75% +1.90pt 94.02% +0.67pt ４－１０①【改訂】 82.58% +4.83pt 41.28% +2.43pt

２－４ 99.67% -0.16pt 98.97% -0.08pt ４－１１ 【改訂】 86.77% +5.38pt 60.10% +1.52pt

２－４①【新設】 72.95% +2.92pt 41.55% -1.84pt ４－１１①【改訂】 89.66% +16.59pt 63.74% +11.40pt

２－５ 99.95% -0.00pt 99.38% +0.06pt ４－１１② 99.95% +0.05pt 99.93% +0.07pt

２－５① 99.24% +0.22pt 94.44% +0.61pt ４－１１③ 91.78% +1.85pt 58.04% +1.97pt

２－６ 98.20% +0.27pt 96.15% -0.25pt ４－１２ 100.00% ±0.00pt 100.00% +0.07pt

基本原則３ 99.95% +0.05pt 99.93% -0.00pt ４－１２① 99.89% +0.05pt 98.90% +0.05pt

３－１ 97.55% +0.60pt 89.22% +1.56pt ４－１３ 99.95% +0.05pt 99.73% -0.07pt

３－１① 99.73% -0.00pt 99.66% +0.06pt ４－１３① 100.00% ±0.00pt 100.00% +0.07pt

３－１②【改訂】 90.80% +5.44pt 35.37% +0.12pt ４－１３② 100.00% ±0.00pt 100.00% ±0.00pt

３－１③【新設】 62.55% -4.16pt 59.41% +0.83pt ４－１３③【改訂】 99.67% +0.38pt 99.04% +0.33pt

３－２ 100.00% ±0.00pt 100.00% ±0.00pt ４－１４ 99.56% +0.05pt 97.12% -0.04pt

３－２① 99.62% +0.27pt 96.84% +0.16pt ４－１４① 99.89% +0.05pt 97.80% +0.11pt

３－２② 99.78% -0.00pt 99.93% +0.07pt ４－１４② 99.18% +0.11pt 92.24% -0.10pt

基本原則５ 99.95% -0.05pt 99.86% -0.00pt

５－１ 99.78% +0.16pt 97.39% -0.24pt

５－１①【改訂】 99.29% +0.11pt 98.90% -0.15pt

５－１② 99.84% +0.16pt 97.18% +0.10pt

５－１③ 99.95% -0.00pt 99.59% +0.06pt

５－２ 90.53% +2.82pt 61.95% +2.02pt

５－２①【新設】 88.79% +5.00pt 64.01% +1.16pt

（※１）コードは、「コンプライ・オア・エクスプレイン」の手法を採用しており、各社の個
別事情に照らして実施することが適切ではないと考える原則があれば、それを「実施し
ない理由」を十分に説明（エクスプレイン）することにより、一部の原則を実施しない
ことを想定しており、フォローアップ会議の意見書では「形だけコンプライするよりも、
コンプライしていない理由を積極的にエクスプレインする方が、評価に値するケースも
少なくない」と指摘されていることに留意が必要
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集計対象 社数
指名委員会等
設置会社

監査等委員会
設置会社

監査役会
設置会社

会社数 比率 会社数 比率 会社数 比率

プライム市場 1,837社 72社 3.9% 703社 38.3% 1,062社 57.8%

スタンダード市場 1,456社 11社 0.8% 544社 37.4% 901社 61.9%

グロース市場 477社 5社 1.0% 145社 30.4% 327社 68.6%

全上場会社 3,770社
88社
（+7）

2.3%
（+0.2pt）

1,392社
（+155）

36.9%
（+3.8pt）

2,290社
（-127）

60.7%
（-4.0pt）

JPX日経400 399社
37社
（+3）

9.3%
（+0.8pt）

108社
（+10）

27.1%
（+2.5pt）

254社
（-13）

63.7%
（-3.3pt）

注：括弧内は前年７月比


